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近代日本経済関係2次文献 (6)

労働組合・労働運動

一塁壁一世子

今回は労働組合・労働運動の参考図書を紹 献資料月録;労働問題闘~ (8. 1960~ 

介する。労働問題全般についての参考図書が 月刊〕

本欄ではまだ紹介されていないので，必要な 同所発行「資料室報」所収の「労働資料目

場合，それらにも」通れておきたいグまた，こ 録」をひきついだもの。この目録は1953年頃

こでは労働運動といっても，労働組合運動に からはじめられた。現在，採録対象誌は大学

しぼり，労働者政党や，他の社会運動につい 雑誌をふくめ430種。単行書をふ〈む。

ては別の機会にゆずりたい。 兵庫県労働部労働調査室・労働問題資料内

我が国における労働組合の発祥は明治30年 容索引昭和36年度版~ 1962~ 

代にさかのぼるが，その歩みは文字通り茨の 昭和42年版までは年刊，昭和43年4月より

道であったし，その資料も弾圧や戦災によっ 季刊。 766種の雑誌と，単行書，組合の大会

て多くが失なわれた。今日，あいつぐ復刻に 報告などを採録。

よってその欠落の一部がようやくうめられつ 日本労働協会労働図書館:新着雑誌記事索

つあるが，なお見出すことの困難な資料は少 引，労働図書館月報 (21~24) ;労働資

くない。今回の目録は多くの不備を免かれな 料 (25~55) (1. 1967~3. 1970) 

いと思われるが，今後の御教示をおねがいす 同:労働関係資料一覧;労働資料速報(1)

る次第である。~ (4.1970~半月刊)

以下記載の順は，書誌，辞典，便覧，年鑑[""労働資料速報」は官庁・労働組合・経営

年表，統計，資料集，人名辞典，労働組合名簿。 者団体刊行の資料に重点をおいて，主要資料

の概要，抄録と索引の三本立で刊行されてい

*労働全般の参考図書については，専門図書 る。労働運動についても毎月約百点ほど収録

館協議会関東地区協議会労働分科会「労働関 し，もっとも〈わしい索引誌の一つ。

係参考図書ーユニオン・カタログ J (1966. 愛知県勤労会館労働図書資料室:労働資料

142p.)および同「労働関係書誌の書誌J(1970. 記事索引;労働資料情報(1)~ (7. 1970 

20p.) を参照していただきたい。~月刊〉

〔書誌〕 同室受入の 350種の雑誌の記事と単行書を

労働問題全般に関する書誌の中で，比較的 収録している。以上はいずれも自館受入の資

組合運動の文献を多く紹介するもの。 料を対象にしていること，紙数の都合からか

法政大学大原社会問題研究所:労働関係文 なり選択せざるをえないこともあるので，周

* これえだ ひろし法政大学大原社会問題研究所
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辺雑誌から労働関係をひろってくれる国立国

会図書館の「雑誌記事索引人文・社会編」も

参考にする必要がある。

中央労働学園:労働問題文献目録;労働年

鐙昭和22~31年版同学園1947~55。

昭和27~29年版は社会文化研究所編・発行，

昭和30~31年版は桂労働関係研究所編・発行，

分類別，単行書，雑誌論文(機関誌をふくむ)

を採録。終戦から昭和29年12月まで発行の分

をカパーしている。

大原社会問電研究所:社会問題関係主要図

書花に論文目録;日本労働年鑑同入社

等女正10~昭和8 年版 1921~330 

はじめは，図書・雑誌論文をわかち，刊行

月順，のち分類別となる。大正9~昭和7年

刊行分を採録し，対象誌も117種におよんだ。

大原社会問題研究所:社会問題関係主要雑

誌記事目録;月刊大原社会問題研究所雑

誌1(1)~ 3 (8)， (7， 1934~8， 1936) 

前記の書誌をひきついだものであるが，図

書はのぞいてある。件名順。昭和8~9年の文

献と昭和10年の件名Jまでをのせたが，中断

した。

協調会:社会問題文献抄録;労働年鑑昭

和13~15年版同会 1938~400

昭和12~14年刊行の雑誌論文と単行書を分

類別に封防止以上で戦前の労働運動がもり上

って来た大正後半からの文献について一応検

索できることになる。

下出隼吉:社会文献年表(明治元~45年) ; 

明治文化全集第21巻社会篇日本評

論社 1929. p.609~628.復刻:同社

19680 

明l年!願に著者・書名のみ記載。

大原社会問題研究所:日本社会主義文献

第1輯同入社書庖 1929.255. 9p 

明治15~大正 3 年発行の社会主義関係の文

献を，単行書と定期刊行物にわけ，発行年順

に排列し解説を附すψ 重要なものには目次も

ついている。単行書の著訳者名索引と雑誌の

誌名索引がある。これについての若干の補正

が，田中惣五良日:明治社会運動史文献の若干

一定期刊行物に就いてー;歴史科学2(7)， 94 

~97 (9， 1933)にある。

渡部義通;塩田庄兵衛編:日本社会主義文

献解説一明治維新から太平洋戦争まで

大月書応 1958. 339， 31p 

「日本資本主義発達史講座」の一部である

細川嘉六の同名の書と前記大原社研の目録を

継承したもの。文献史の観点から五期に分け，

各時代の概観と文献の解説，巻末に人名・文

献索引と文献略年譜がある。戦前の社会運動

・労働運動の研究案内としても不可欠の資料

である。

労働省図書館:戦後労働関係文献目録(労

政時報別冊〕 労務行政研究所 1964. 

228p 

1946~62年刊行の単行書・叢書6050点を収

録し，分類別，索引なし。なお，同一分類の中は

刊年順で，シリーズものはまとめることを原

則にしているが，別々に出ているものもある 3

日本生産性本部図書室:労働問題 (主題

別目録 No.15)同室 1969. 107p 

1961年 4 月 ~7 月受入の単行書・雑誌論文

を収録(洋雑誌・洋書をふくむ)

労働省;中央労働学園:労働教育展覧会関

係資料同省 [1948J 170p 

労働組合運動中心の目録で，労働組合発行

の機関紙誌リストもある。

小池竜之:労働関係文献目録(l~5) 日

労研資料7(30)~(34) (8~9， 1954) 

大正末から1954年刊行の単行書を収録 d

次に運動史中心の書誌をあげる。

小山弘健:日本労働運動社会運動研究史ー
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戦前・戦後の文献解説一三月畜房 lリ56.

296， 6p 

政党，労働組合および争議，農民運動， ì~鴇

落解放運動・労働者教育運動・消費組合運動，

植民地民族運動・婦人・青年運動，文化運動

等にわけ，それぞれの研究史の上での重要な

論文・図書につき解説し，補助文献として，

周辺科学の文献と参考図書の解説がある、

戦後労働争議文献口録，戦後日本の労働争

議下藤田若雄塩凹庄兵衛編御茶

の水書房 1963. p.693~701 .. 

単行書のみ。 1948~61年刊行分月

大河内一男;松尾洋日本労働組介物

語〕参考文献;日本労働組合物語筑摩

書房 1965~69o

明治・大正・昭和・戦後(1)の各期別、

日本労働協会労働図書館:戦後労働組作史

文献目録同館 1968.47p 

渡辺悦次:戦後労働組合史文献1I録:労働

運動史研究附 28~49 ;剛 205~215 (4. 

1967; 6， 1969) 

渡辺悦次:地方運l助史目録;凶書部開

(1169)， 10 0， 7， 1972) 

労働組合がその創立十年，二十年を期して

組合史を編集する例は非常に多しこれらの

中には資料的価値のたかいものも少くない

大原社研や日本労働協会，東大経済学部lなど

でその蒐集組合史目録が編纂され，それを基

礎にしてできたのが， ζの三点である ただ

しいずれも単行書のみ採録a 市販されないも

のが多いためカパリッジがひ〈いとおもわれ

る。

白井泰四郎:戦前労働争議文献リスト(単

行本のみ〉 日本労働協会 1961 5枚

小山弘健:大正以降労働運動・社会運動機

関紙誌一覧;日本近代史辞典東洋済経

新報社 1958， p.787~795， 

小松隆二:大正昭和初期における自由連合

主義労働運動と機関紙誌;労働運動史研

究闘， 1~14; 側， 46~48 (9， 1962; 3， 

1963) 

いわゆる 7ナ系機関紙誌の一覧と組合の系

統凶がついている。

法政大学大原社会問題研究所:所蔵定期刊

行物目録 (1)労働組合機関誌紙;資料室

報(大原社研)(127)， 31~38 (2， 1967) 

産業別編成d 戦前・戦後をふくめ，単産ク

ラス以上の機関紙。

地}j労組発行の主要機関紙一覧;労働教育

2(5)， 35~59 (5， 1951) 

戦後の分のみJ なお，戦前の分については

以上の他 I出版警察報J(内務省警保局

昭和問~19) も参考になる。

次に限られた主題についての書誌をあげる。

後林誠:大日本産業報国会関係資料日

録;上智経済論集170/2)， 46~96 02， 

1970) 

縦林誠:産業報国運動関係資料目録;上

智経済論集18(1/2)， :n~103(l1， 1971) 

戦時中は労働組合が解体され，産報運動に

変質されてしまった。しかし，産報運動は戦

後の労働組合の発足に際して一定の影響を与

えた。 ζの目録は産報運動に関する詳細なも

ので，前者には大日本産業報国会，都道府県

産業報国会，地方鉱山部会などの発行したも

のをおさめ，後者は協調会，産業報国連盟，

中央・地方官庁の刊行物をおさめる。

宇佐美誠次郎:戦時労働年鑑の編纂のため

に 0~5) ;資料室報(大原社研)ωcru
mωω(1， 1961~8， 1963) 

「日本労働年鑑」の特集号として「太平洋

戦争下の労働者状態」と「太平洋戦争下の労

働運動」が発行されたが，その編集のための

書誌の一部である。(1)では労働運動 (2)で
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は文化運動 (4~めでは中国人捕虜に関す

る資料のリストがあげられている。

田沼肇:三池炭鉱争議に関する資料・文

献目録;資料室報(大原社研〉紛， 1~ 

29 (11， 1960) 

「日本労働年鑑 第34集 192年版」にも

同様の内容のものが収録されている。おもに

1959~60年発行の単行書・雑誌論文・政党機

関紙の記事・写真集・幻灯・映耐などにわた

っている。なお，三池炭鉱労働組合関係の文

献は，同労組編「みいけ20年資料篇J (労働

旬報社 1968p.672~678) に目録がある。ま

た，大原社研の「資料室報jには， I新日本

窒素水俣争議資料目録」が鈎号に「石炭政策

転換闘争に関する文献目録」が79号に掲載さ

れている。

法政大学大原社会問題研究所:大原社研蔵

労働争議・小作争議・治維法関係等裁判

記録類目録一大正8年~昭和5年一;資

料室報(大原社研)(113)， 19~31 (10， 

1965) 

裁判記録も運動史研究に重要な資料である.

ζこには足尾銅山争議・八幡製鉄争議・三菱

川崎造船所争議などの裁判記録27件がおさめ

られている.

労働関係の専門図書館の蔵書目録も有力な

書誌である。また，労働運動家や労働組合の

所蔵資料が公的機関に寄贈され，その目録が

つ〈られているところがある。これらには市

販されない文書資料が多くふくまれている。

ここでは次の数点をあげるにとどめる。

日本労働協会労働図書館: 図書資料上l録

(和書〉一昭和39年3月31日現在一，同

館 1964.499p 

京都府労働経済研究所:蔵書目録，京都

同所 1966. 324p 

愛知県勤労会館労働図書資料室:j哉書口録

名古屋 |司会館 1970. 304p. 

労働省凶書館:新着図書・資料目録復刊

(1)~ 1964~ 季刊

同館受入の図書・逐次刊行物目録の他，邦

文雑誌労働関係記事索引がある。

日本労働協会労働図書館:全日本労働組合

会議(全労〉資料目録;労働資料凶.1 

~89 (11. 1968) 

全労がその存続期間中に (1954~64) 発行

した資料・文書の目録

日本労働協会:凶島労働組合所蔵文書目録

同会 1958. 52p 

戦前の総同盟関係本部資料とその下部の有

力組合(東京鉄工，関東醸造など〉の資料，

社会民衆党の資料がおさめられている。

兵庫県労働研究所労働運動史編さん室:古

家突三氏所蔵労働運動史資料目録(兵庫

県労働運動史資料第2号)神戸同室

1957. 122p 

兵庫県における労働農民党，労農党，サラ

リーマン・ユニオン関係資料が多い。

兵庫県労働研究所労働運動史編さん室:高

岡孟子氏所蔵労働史資料目録(兵庫県労

働運動史資料第3号)神戸同室 1958.

70p 

大正初年から昭和5年までの神戸における

友愛会，総同盟，評議会系労働組合の資料。

兵康県中小企業労使センター労働調査室:

今津菊松氏所蔵労働運動資料目録 1945

年~1961年(兵庫県労働運動史資料第

4号)神戸兵庫県 1966.263p 

戦後の全繊同盟，総|司現，全労，日本社会

党関係資料。

〔研究案内〕

「日本社会主義文献解説J.I日本労働運動

社会運動研究史」などはまとまった研究案内

でもある。 I文献研究・日本の労働問題増
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補版J(総合労働研究所 1971)には労働組 次も同じ。

合・労働運動に関して次のIJgつの研究案内が 労働調査協議会:労働組合ハンドブック

収録されている。 青木書庖 1964. 9冊

高梨昌労働組合の組織問題同書 p. 大河内一男;吾妻光俊編労働事典青林

214~226。 書院新社 1965. 27， 1261p 

'jJf'.9 i芋:労働運動史(戦後期)同書 p. 分類別に系統的にかかれた読む事典で，使

227~24(). 覧的内d各をもっ。組合規約，労働協約，その

小林謙一:現代資本主義の労使関係 I"j書 他諸規則の伊lを附す。

p.241~255o 文化団体連絡会議:文化運動便覧 '68 1司

二村一夫労働運動史〔戦前期)1司書 p. 会議 1968.670p 

288~305o 労音・労街等勤労者文化団体，民主団体の

次のシリーズも組合運動に関する基本的な 規約，活動方針，入会案内をまとめたもの 3

研究案内になっている。 文化団体，文化人名録あり。

労働組合運動の理論期iI正規等編大月書 〔年鑑]

庖 1969~70 711日 法政大学大原社会問題研究所.日本労働年

[所典] 鑑大正9年版~労働旬報社学 1920

大河内一男編岩波小辞典労働運動岩 ~復刻:大正9~昭和15年版法政大学

波書庖 1956. 216p 出版局 1967~69 第22集r"..... <-G集及び特

小項目，団体は時停で排列している。労働 集版労働旬報社 1970~71.

運動に関する唯一の専門辞典であるが，記述 戦前からひきつづいて発行されている唯一

は簡単。参考文献を示す。 の労働年鑑で，現在でも労働問題に関する総

京都大学文学部国史研究室.日本近代史伴 合的な年鑑はこれだけである。ほぼ一貫して

典東洋経済新報社 1958. 990p 労働者状態，労働(社会〉運動，労働(社会〉

運動史関係では前記よりくわしく，文献も 政策の三部構成をとっている。

示されており，附録に戦前の労働組合，句、〔産 協調会情報謀本邦労働運動調査報告同

政党の系統凶，機関誌紙一覧があり便利。 課 1922~24. 5冊

西村r自在通編:9jf動問題用語辞典三一書房 協調会:大正13年下半期の労働運動同会

1963. 330p 1925. 276p 

日本経済機構研究所.政治経済大砕Jm岩 協調会労働課:主要労働運動摘録大正14

崎書問 1949.560， 55p ~ 15年同課 1927~28 [大正14年は主

正旗社:人民の砕典 同村 1949 ‘144p 要労働問題摘録〕

大友福夫編:労働問題辞典(青木文時〕青 以上は主要労働争議経過，労働組合の大会

木書居 1955. 2幻， 32p 状況が中心。

[便覧〕 協調会:労働年鑑 昭和8~17年版 同会

労働紐合事典刊行会:労働組iT事典大月 1933~42o 

書庖 1967.1151p 協調会:戦時労働事情同会 1944.365p 

組合活動をする人のための実務的案内書。 中央労働学園.，労働年鑑昭和j22~38年版
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同園等 1947~62o 

昭和27~29年版は社会文化研究所編・発行

以後桂労働関係研究所編・発行。

協調会:最近の社会運動 l司会 19:，(1.1422， 

79p 

協調会の年鑑は海外の労働問題にもかなり

重点をおいている。["最近の社会運動Jはそ

れまでの経過をまとめた年鑑的内容をもって

いる 巻末の人名，事項索引は使利である。

内務省社会局労働部:労働運動年報 大正

11~昭和112年版 1923~38o 

復刻.明治文献 1971~72、

大正11~13年版は「労働運動概況」 大正

11年版は内務省嘗保局刊， 12~13年版は社会

局第一部刊，昭和11~12年版は厚生省労働局

刊υ 労働組合の大会状況，争議統計，主要労

働争議概況，農民運動，とくに労働委員会に

ついてくわしい。

内務省社会局:労働争議調停年報大正1:;

~昭和11年版 1927~:，7o 

内務省警保局:社会運動の状況昭和2rov

17年同局 19:!7~4:" 復刻三一書房

1971~7三

戦前の年鍛では 1Hlfしか出なかったものも

多い

労働年鑑編輯所.労働年鑑大正9年版

宝学館 1920. 616p 

産業労働調査所;日本労働総同盟出版部・

労働年鑑大正14年同部 1925.46.'ip 

日本労働年報編纂所:日本労働年報昭和l

7年度学芸社 19:す3.423p 

労働経済調査所:日本映画労働年報 第1

輯同所 1933. 196p 

1933年上半期の映画関係労働運動状況，映

同関係争議--覧，統計，組合名簿を掲載J

産業労働調査所;日本産業労働年報附干11

14年度第1輯同所 1939.300， 187p 

産事長運動に力d号

以下戦後の分。

労働省:資料労働運動史昭和J20/21年~

労務行政研究所 1951~ 

春闘，メーデー，夏冬季一時金闘争などの

項目別に単産車IJの闘争状況，大会記録，労働

政策，政治情勢なと。労働組合・経営者団体

名簿，労働日誌，関連統計を附す。昭和22年

版以降年刊。

労働終済研究会:日本労働年報 1~8 労

例経済社 1953~55 季刊[第1~6集の

書名は労働経済問季報〕

日本労働組合総評議会調査部 年報日本の

政治経済労働分析 1956年~ 労働経済

社等1956~

日本経常者団体連盟・産業労働現勢報告

昭和24年上期~昭和44年度同連盟 19

49~70. 291m 

昭和24~31年は半年ドJ，以後年刊ο1972年

版より「経営労務の指針」にかわる。

日本生産性本部:労使関係白書昭和41年

1，1]本部 1966~ 

日本石炭鉱業経常者協議会:石炭労働年鑑

附平tJ22~4()年版同会 1947~65. 17冊

〔年表]

近代日本総合年表岩波書応 1968.461， 

78p 

185:，~1967年の年表で，政治・経済・社会

.忠、必・芸術・国外の 6項上|別となっている o

事項・人名索引と共に，典拠にとった資料を

元ミしている d

渡部徹:現代労農運動史年表(日本現代

史年表)三一書房 1961. 256p 

18tì(i~1959年の年表。解説ぷ引っきc

労政研究会:年表日本労働運動史翠文社

19lH. 235p 

187り~1961年 3 月の年表d 事項・人名索引.
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年表編纂委員会:日本労働運動史社会運動 255 (7， 1970) 

史年表青木書庖 1956. 250， 10p 山本正治:敗戦後の和歌山県民主主義運動

1848~1955年の年表，各年のはじめにその 史年表(草稿)(1~ );経済理論 (117)

年の特長を示し，社会主義，労働運動，農民 ~ (9， 1970~ ) 

運動の項目別に事件の経過をまとめている。 教育労働運動に重点をおき，解説っき.(統

渡部義通;塩田庄兵衛編:日本社会運動史 計〕

年表大月書庖 1956. 229， 11 p 労働統計の解説書としては次のものがある。

1868~1956年の年表レ 野村俊夫:日本の労働統計見方・使い方

労働争議調査会:労働年表昭和20年8月 改訂増補労働法令協会 1966.520， 6p 

~昭和30年8月 同会 1956.128p 水谷良一:労働統計論東洋出版社 1938.

労働政策，労働委員会関係にくわしい。 408p

青木虹二編.日本労働運動史年表第1巻 労働運動史料委員会:日本労働運動史料

明治大正編新世社 1968.844p 第10巻統計篇同刊行委員会 1959，

全4巻の予定で昭和20年まで記録すること 641p 

になっている。労働争議年表で，争議主体， 戦前の統計をまとめると共に.戦後との比

人員，要求，関係組合，出典を示し，府県，'ijl] 較にさいして注意すべき事を解説している。

会社名索引を附すω 第1巻には7206件の争議 戦前の労働組合・労働争議統計は内務省警保

が記録され，明治期については官庁統計の争 局によって調査され，その結果は「労働運動

議件数をうわまわっているし 年報」に発表された。(年報廃刊後は「労働

中外調査会:内外社会運動史年譜新世紀 時報」に掲載された〉その他，次の資料にも

社 1965~66. 2冊 登載されている。

1818年 5 月 5 日(マルクス誕生の日 )~1964 内閣統計局:労働統計要覧大正13，15~ 

年12月までの年表。人名・地名・事項索引あ 昭和14年版東京統計協会 1924~40。

り。各国共産党に力点をおいている。 大正13年版は内務省社会局編，帝国地方行

上記の他，各単産の組合史にはその産別労 政学会発行で，労働組合統計は収録されてい

働運動の年表がついているのがふつうであり， ない。

府県別の運動史にも年表が附されている。 ζ 労働省労働統計調査部:統計からみたわが

れらの年表については書誌のところであげた 国の労働争議(内外労働資料第29集〉

組合史目録を参照していただきたい。 ζれに 1950. 569p 

のっていない雑誌所収の年表を若干追加して 労働争議の歴史，争議統計の作成基準およ

おし び国際比較についてのべている。明治30年下

戦後労働運動25年史二年表;月干IJ総評(158)， 半期から昭和25年までの統計をまとめている。

23~217 (7， 1970) 協調会:労働組合及!労働争議統計改訂増

戦後金融労働運動年表;銀行労働調査 補版同会 1935.103p 

(181)， 51~76 (8， 1965) 大正3~9年の統計

柿沼肇:資料「昭和J初期教育労働運動 戦後の統計としては。

関係略年表;労働運動史研究ω，249~ 労働省労働統計調査部..労働組合基本調査
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報告昭和22~ 同部 1948~

労働組合調査は毎年6月末におこなわれる。

(昭和22年のみ12月にも施行〉調査事項は年

により異なるが，巻末に年別調査事項一覧表

がある。

労働省労働統計調査局:労働組合設立解散

統計昭和20年 9 月 ~24年 5 月同局

1945~49. 月刊

労働省労政局:労働統計労働組合と労働

争議一昭和21年中央労働学園 1947.

164p 

終戦から昭和21年12月までの統計で，労働

組合調査開始までのプランクを埋めている。

労働省労働統計調査部:労働争議統計調査

報告昭和21年5月~月刊

昭和24年12月までは「労働争議統計表」以

後昭和38年12月まで「労働争議統計速報」で

あった。編者は昭和22年6月まで厚生省労政

局，昭和23年12月までは労働省労政局である。

これを年単位にまとめたものが r労働争議
統計調査年報告J (昭和36~38年は「労働争

議統計調査報告書J)で昭和36年分から発行

されている。

なお，労働委員会であっかう不当労働行為，

争議調整に関する統計は， r労働委員会年報」
〈中央労働委員会事務局編・発行)にでてい

る。

〔資料集〕

労働運動史料委員会: 日本労働運動史料

同刊行委員会 1959~ 

第1巻は明治40年まで，労働者状態のほか，

労働組合期成会，鉄工組合，日鉄矯正会，活

版工組合などの資料。第2巻はそのつづきで，

明治27~40年の労働争議，至誠会，社会主義

運動，第 3巻は明治41~大正 7 年，工場法，

友愛会，第 7巻は昭和7~1l年で，労働組合

戦線の統合・分裂問題，第9巻は同じ年の労

1動争議(住友製鋼，大阪機械，東京市電など)

組合運動の解体までの資料を収録している。

第10巻はすでにのべた統計の集大成で，あと

未刊。

能勢岩吉編:日本社会運動集成教育行政

研究所 1959. 472， 252p 

主として新聞記事を年次順に排列し，不足

を単行書でおぎなってある。労働編は明治20

年6月~昭和12年1月，社会編は明治23年4

月~昭和13年12月ョ附として二・ーストの記録。

岸本英太郎編・解説:資料日本社会運動思

想史明治後期(青木文庫〕青木書底 19

55~65， 

第1~2集は明治社会運動思想，第 3集は明

治社会主義史論，第4集は明治労働問題論集，

第5集は明治農民問題論集，第6集は片山港

・田添鉄二集，第7集lま森近運平・界利彦集，

第8集は片山潜派の社会主義とその運動，第

9集は吉川守閣の剤l逆星霜史他3篇である。

明治社会主義史料集明治文献 1960~63.

20冊

明治期刊行の次の雑誌・新聞の復刻である。

直言，光，新紀元，日刊平民新聞，大阪平民

新聞，逓刊社会新聞，東京社会新聞，世界婦

人，熊本評論，週刊平民新聞，社会主義研究，

労働世界，社会主義，火鞭。

田中惣五郎編:資料日本社会運動史東西

出版社 1947~48. 2冊

東京日目，郵便報知，万朝報その他労働関

係の諸新聞・雑誌(平民新聞・新紀元・国民

の友など〉からぬきだして資料により運動史

をえがζうとしたもの。各年末にその年刊行

の関係図書・定期刊行物を紹介している。時

期は明治末まで。

法政大学大原社会問題研究所:日本社会運

動史料 機関紙誌篇 法政大学出版局

1969~ 
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大正期以降の機関紙誌の復刻で，既刊は次

のとおり。デモグラシイ・先駆・同胞・ナロ

オド，建設者，青年運動，無産階級・無産農

民，労働及産業，マノレタス主義，土地と自由，

前衛。解題と著者索引がついている。

田中惣五郎編:資料大正社会運動史三一

書房 1970. 2冊

明治期と同じ方法で編集されているa 巻末

に人名・事項・書名索引がある。

現代史資料 15 社会主義運動 (2) みす

ず書房 1965. 58， 979p 

1925~36年における「社会主義を指導精神

とする労働組合運動の関係文書」をあつめた

もの。全協関係資料が多いが，全協関係機関

紙誌(労働新聞等)の主要内容は渡部徹著「日

本労働組合運動史J(青木書庖 1954 p.441 

~460) にでている。

法政大学大原社会問題研究所:労働運動史

資料同所 1956~

第1集は関東合同争議調査記録，第2集以

下は日本労働組合評議会資料であるa

大河内一男編:資料戦後二十年史 4 労

働日本評論社 1966.554p 

1945~65年の労働運動を中心とした資料集。

〔人名辞典〕

野口義明:無産運動総闘士伝附日本社会

運動史社会思想研究所 1931.449p 

無産政党運動・労働組合などの活動家235

名の略伝。大正~昭和初期まで。

解放のいしずえ刊行委員会:解放のいしず

え解放運動犠牲者合葬追悼会世話人会

1956. 432p 

労働農民運動に活動した物故者およそ1850

人の略伝。出身地，活動地別索引がある。

社会労働協会:労働人事名鑑同会 1958.

1204p 改訂版:1960. 1361， 102p 

主要労働組合の役員，経営者団体役員，労

働委員，政党幹部，学者評論家など 1万数千

人の略歴など。

日刊労働通信社:労働組合役員名鑑 70年

代労働組合のリーダ一同社 1970.333p 

単産・中央組織の役員約300名の略歴， 素

描，肖像。

国立国会図書館参考書誌部:日本社会・労

働運動家伝記目録同部 1966.96p 

戦前の運動家(現存者もふくむ)97人の伝

記目録と他に叢伝目録。同館の「人物文献索

引経済・社会編J (969)も参照のこと。

[労働組合名簿・規約集等〕

労働組合の名簿は毎年おζなわれる労働組

合調査の結果をまとめて，都道府県別に発行

されている。主要組織については次のものが

ある。

全国主要労働組合一覧昭和22年版~労

務行政研究所 1947~ 

以下に戦前からの規約集・組合名簿を発行

順にあげる。

協調会情報課:労働団体規約集 同課

1922. 530p [73組合〕

協調会情報課:本邦労働団体規約集同課

1924. 135p [27組合〕

中外社会通信社:全国労働団体の現状大

正13年版同社 1924.209， 119p [19 

組合〕

産業労働調査所:日本労働組合運動の現勢

希望閣 1926. 52， 22p 

208組合のアンケート調査のまとめ。機関誌

一覧あり。

内務省社会局労働部:主要労働組合規約集

阿部 1929. 178p [23組合〕

1931年版には26組合， 1935年版には36組合。

労働事情調査所:労働団体宣言・綱領・規

約集同所 1930.338p [29組合〕

日本社会問題通信社:日本労働組合全国協
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議会組j織実勢運動方針 同社 1932. 及規則集同会 1949.738p [76組合〕

168p 全国労働組合名鑑労働省労働統計調査部

協調会調査部;主要労働組合の現勢と綱領 監修昭和29年版労働法令協会 1954.

規約(社会問題資料第7輯)岡部 19 623p 

39. 361p [31組合〕 労働省労政局:企業単位の労働組合規約及

日本産業労働通信社関東総局:日本労働組 規則集昭和33年度版日刊労働通信社

合名鑑同局 1946. 3冊。 1958.831p 

府県知l五十音順 7357組合。 日明j労働通信社:労働組合運動方針集 同

日本労働組合名鑑労働省監修昭和22年 社 19飢 318p

版 国際労働法制研究所 1948. 575， 5， 47組合の1960年度運動方針を要約したもの。

10p 以上〕

日本労政協会:最新全国主要労働組合規約
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